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労働契約は、その締結当事者である労働者及び使用者の合意により成立し、又は変更されるものです。 

一方、我が国においては、個別に締結される労働契約では詳細な労働条件は定められず、就業規則によって

統一的に労働条件を設定することが広く行われています。また、労働契約関係は、一定程度長期にわたる継続

的な契約関係であるのが通常であり、社会経済情勢の変化を始めとする契約当事者を取り巻く事情の変化に

応じて、当初取り決めた労働契約の内容を統一的に変更する必要が生じる場合があることから、就業規則の

変更により労働契約の内容である労働条件を変更することが広く行われてきたところです。 

この就業規則の法的性質については、秋北バス事件最高裁判決（昭和４３年１２月２５日最高裁大法廷判決。最

高裁判所民事判例集２２巻１３号３４５９頁）において、「合理的な労働条件を定めているものであるかぎり、経

営主体と労働者との間の労働条件は、その就業規則によるという事実たる慣習が成立しているものとして、

その法的規範性が認められるに至っている」と判示され、また、就業規則によって労働条件を不利益に変更す

る効力については、「新たな就業規則の作成又は変更によって、既得の権利を奪い、労働者に不利益な労働条

件を一方的に課することは、原則として、許されないと解すべき」であるが、「当該規則条項が合理的なもので

ある限り、個々の労働者においてこれに同意しないことを理由として、その適用を拒否することは許されな

い」と判示され、その後の累次の最高裁判決においても同様の考え方がとられ、判例法理として確立している

ものです。 

しかしながら、就業規則に労働契約における権利義務関係を確定させる法的効果を認める法的根拠が成文法

上は存在せず、また、判例法理は、労働者及び使用者の多くにとって十分には知られておらず、どのような場

合に就業規則による労働条件の変更が有効に認められるのかについての予測可能性は必ずしも高くない状

況にありました。 

このような状況の中で、個別労働関係紛争が多く発生していることにかんがみれば、労働契約の内容の決定

及び変更の枠組みを明らかにし、実態として多く行われている就業規則の変更による労働条件の変更に当た

っては、変更後の就業規則を労働者に周知させること及び就業規則の変更が合理的なものであることが必要

であること等を判例法理に沿って明らかにすることにより、使用者は安易に一方的に就業規則を変更するこ

とにより労働者の不利益に労働契約の内容である労働条件を変更することはできないこと等が明らかとな

り、その結果、使用者が就業規則において合理的な労働条件を定めることが促され、これにより、就業規則に

おいて不合理な労働条件が定められ、又は不合理な労働条件の変更が行われたこと等を契機とした個別労働

関係紛争の防止につながることが期待されるものです。 

このため、法第２章において、労働契約が合意により成立し、又は変更されるという「合意の原則」を定めた上

で、我が国における労務管理実務において定着している就業規則について、労働契約との法的関係等を規定

することにより、労働契約の内容の決定及び変更に関するルールを明らかにしたものです。 

これらの内容は、判例法理に沿って規定したものであり、判例法理を変更するものではありません。 
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